
Title 近世近代転換期におけるスペインの太平洋貿易に関す
る研究動向

Author(s) 高垣, 里衣

Citation アジア太平洋論叢. 2022, 24, p. 147-169

Version Type VoR

URL https://hdl.handle.net/11094/95085

rights

Note

The University of Osaka Institutional Knowledge Archive : OUKA

https://ir.library.osaka-u.ac.jp/

The University of Osaka



 
アジア太平洋論叢 24 号 (2022) 
Bulletin of Asia-Pacific Studies vol. XXIV pp.147 -169. 
 
 

 147 

近世近代転換期におけるスペインの太平洋貿易に関する研究動向 
 

Research Trend of Spanish Pacific Trade  
in the Transition Period from the Early Modern Period to the Modern Period 

 
高垣 里衣* 

TAKAGAKI Rie 
 

Abstract 
This article aims to provide new research viewpoints on the transpacific trade of the Spanish 

empire in the second half of the eighteenth century and the first half of the nineteenth century. 
Generally, the economic impact of the Spanish empire in the global economy declined until 

the end of the seventeenth century because Spain was defeated in the race for colonies. As the 
previous works showed, the main research subject is the Manilla Galleon trade between the 
sixteenth and seventeenth centuries. However, Spain still had colonies in the Pacific connected by 
trade in the second half of the eighteenth century and the nineteenth century. Why did the research 
not focus on the trading system of the Spanish empire at the turn of the period from the Early 
Modern Period to the Modern Period?  

Based on this question, this article discusses the four following topics. The first chapter 
highlights the problem of research about the Spanish empire in the field of global history. Second, 
this article introduces the Manilla Galleon trade in the eighteenth and nineteenth centuries. Next, 
it delineates the new trade system from the second half of the eighteenth century, searching for a 
new trade route around the Cape of Good Hope. Lastly, it discusses the Royal Philippine Company’s 
activities. The author focuses on the province of Guipúzcoa people in the Basque Country, the 
northern part of Spain, as the key members of the company.  

However, several subjects remain to be considered. For example, (1) the roles of Lima, El 
Callao (Peru), Santiago de Chile, and Valparaíso (Chile) in the transpacific trade should be 
examined. These commercial cities were influential on the Pacific coast of Latin America. (2) 
Furthermore, the linkage between the east coast of Latin America and Asia was overlooked, 
although it was a significant trade of the Royal Philippine Company. (3) Who participated in the 
transpacific trade? What was their social class? Where did the participants of the trade originate 
from? What kind of trade did they engage in besides transpacific trade? (4) We must research the 
contact or relationships both inside and outside of the empire. This contact remains unclear 
regarding many port cities and merchants in the Indian Sea.  

This article will contribute to world history by delineating the presence of the Spanish 
empire as one of the leading actors in the eighteenth and the early nineteenth centuries. 
 
Keywords: Spanish Empire, Trading Network, the Royal Philippine Company, 
Maritime History 
 

はじめに 
 
 15 世紀に海洋への進出を試み、アメリカ大陸からフィリピン諸島に至る広大な帝国を作り上
げたスペインは、18 世紀以降、イギリス、オランダ、フランスとの植民地市場獲得競争に敗れ、

 
* 大阪大学大学院文学研究科・助教 



 
アジア太平洋論叢 24 号 (2022) 
Bulletin of Asia-Pacific Studies vol. XXIV pp.147 -169. 
 
 

 148 

衰退の一途をたどったと長らく認識されてきた。このため、スペインが、アメリカ大陸のみなら
ずフィリピン諸島と太平洋諸島（ヌエバ・エスパーニャ副王領フィリピーナス諸島）に領土を持
ち、16世紀から19世紀末まで約3世紀のあいだ、長距離貿易を通じて広大な帝国を築き上げて
いたにもかかわらず、近世前半の一時期を除いて、そのプレゼンスは見過ごされてきた(1)。本稿
の目的は、近世から近代への移行期である 18 世紀後半から 19 世紀前半におけるスペインの太
平洋貿易の構造を、先行研究に基づいて明らかにするとともに、研究史上の新たな論点を提示す
ることである。 
これまで蓄積されてきたスペインの太平洋貿易に関する研究において、研究者の関心が最も集
中してきたのは、フリンにより提唱されたような、貨幣である銀の世界的流通についてである
（フリン 2010）。1571 年に、スペインはマニラ(2)を建設した。それにともなって成立した、マ
ニラ・ガレオン(3)（El Galeón de Manila）は、太平洋を世界経済に組み込み、貿易によって太平
洋地域と大西洋地域を連結させたという点で、世界経済史上における重要な貿易システムであっ
た。つまり、マニラ・ガレオンは、世界経済の一体化において重要な役割を担っていた(4)。 
けれども、マニラ・ガレオンを中心とした太平洋貿易に関する研究は、主として 16 世紀から
17 世紀を対象として蓄積されてきた。18 世紀、とりわけ七年戦争以降、ヨーロッパ諸国がアジ
アへと進出するなかで生じたヨーロッパ諸国家間の競争において、スペインは競争力を保つこと
ができなかったとされている。しかし、スペインのアジア進出において、もっとも重要な港湾都
市であったマニラは、1834 年の開港までスペイン帝国支配下の港として機能していた。マニラ
は、貿易によって繁栄する東南アジア各地の港のなかでも、中国沿岸部やメキシコ、あるいはペ
ルーとの広範囲にわたる貿易で繁栄した港であった。しかし、日本において、18 世紀後半から
19 世紀初頭の世界経済史で重要とみなされるのは、アメリカ・アジア各地に植民地を獲得して
いったイギリスやオランダといった国々である。あるいは、ヨーロッパ中心主義的な視点に対抗
して、アジア現地勢力の自立性や独自の商業ネットワークの存在を強調する、グローバルヒスト
リー研究の勃興により提唱された研究潮流が盛んである(5)。 
筆者の目的は、こうした潮流に反対することではなく、これまで見過ごされてきたものの、
18世紀後半から19世紀初頭という、近世から近代への変革期における世界商業においても重要
な役割を担ってきたと考えられる、スペイン帝国の存在を再考することにある。その重要な役割
とは、近世末期においてもなおスペインが太平洋に植民地を維持し、大西洋世界と太平洋世界の
連結をスペイン帝国の臣民として活動する人々が担ってきたことである。 
このため、本稿は、18世紀後半から19世紀初頭のスペイン帝国の太平洋貿易にかんする主要
な研究史について検討・批判を行い、研究史上の新たな問題点を提起する。なぜ貿易・商業に着
目するかというと、それが、近世において世界各地を結びつけた主たる手段であったからである。 
本稿の構成は以下の通りである。第一章では、グローバルヒストリー研究というマクロな研究
領域における、近世末期のスペイン帝国史研究の動向を紹介したい。第二章では、18 世紀～19
世紀における、スペイン帝国の統治体制の変化について時代背景を抑える。第三章では、本稿が
対象とする時期のスペイン帝国の太平洋貿易について、マニラ・ガレオンに関する研究と、この
時期に新たに開設された喜望峰廻りの航路の開拓過程を扱った研究について概観するとともに、
その問題点を指摘する。第四章では、1785 年以降、帝国の太平洋貿易を担った特権貿易会社で
ある王立フィリピン会社の設立史ならびに、ミクロな視点から世界との繋がりを論じるために会
社の運営を担った商人に関する研究史に触れる。 
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Ⅰ グローバルヒストリーにおけるスペイン帝国 
 
 近年のスペイン史では、グローバルヒストリーの視点が取り入れられはじめている(6)。筆者の
関心に近いものとして、19 世紀の世界史における、スペインの重要性の再検討を行った研究が
ある。ルエンゴとダルマウの論文（Luengo and Dalmau 2018）は、自由主義と帝国という視点
から、スペイン史をイベリア半島のなかだけではなく、グローバルヒストリーの文脈で解釈しよ
うとしたものである。ルエンゴとダルマウが目指したのは、これまで、自由主義に失敗した国、
工業化の遅れた国、時代遅れとなった近世帝国の代表として扱われてきたスペインへの評価を再
検討することであった。しかし、彼らが提起した、グローバルヒストリーにおけるスペインの重
要性は、1812 年に制定されたカディス憲法が世界初の自由主義憲法であり、世界の自由主義や
国民国家の建設を牽引したことである。彼らの提起が、経済的な諸問題に答えているとはいえな
い。 
経済史に関する研究について、先に述べたフリンの論考に加え、いくつかの先行研究を提示し
たい。まず、ユン・カサリージャ（2018）は、技術と技術知識の世界的な流通におけるフェリ
ーペ 2世期（1556～1598 年）のスペイン帝国の役割について考察した。経済史とはいいきれな
いが、ユン・カサリージャは、16 世紀における知識の流通という現象(7)は、スペイン帝国の貿易
規模の拡大とセットになって生じたものであるとして、ヨーロッパ、アメリカ、アジアを結びつ
けたスペイン帝国の重要性を提起している。 
ガッシュ・トマス（2014）は、近世初期のスペイン帝国の流通システムにおける消費者の需
要という側面に着目した。消費者の需要の変化による流通システムの変化というテーマは、近年
の経済史研究で、しばしば取り上げられるトピックである(8)。近年の研究では、18 世紀以降の消
費社会が研究の対象となってきた。しかし、世界的な貿易システムが成立した近世初期の世界市
場では、アジア産の物品は見知らぬ商品であって、それに対する需要は少なかったはずであり、
供給手段も確立されていなかったであろうにもかかわらず、どのようにして消費者が新たな商品
を獲得するに至ったのかという点を、ガッシュ・トマスは検討した。具体的には、帝国形成の初
期に当たる 16 世紀末から 17 世紀初頭のスペイン帝国におけるアジア産品の流通メカニズムを
明らかにするために、彼は、メキシコシティとセビーリャのエリート層の遺産目録と検認調書を
用いて、アジア産品への消費支出と遺産を測定した。それらの商品の獲得には、贈答品、あるい
はエリート層のアジア産品に対する個人的な消費意欲から、アメリカやアジアに居住する親族に
商品の輸送を依頼するというような、親族間ネットワークが機能していたことを明らかにした。
ガッシュ・トマスの論考は、帝国が形成されてすぐの近世初期には既に、非公式なネットワーク
の一種である親族間ネットワークによって、大陸を超えた、帝国内でのアジア産品の流通が成立
していたことを明らかにした。 
近世後期も射程にいれた論考としては、ソウザ（2013）の研究がある。ソウザは、世界商品
としてのスリランカ産のシナモンに着目した。従来、東南アジアにおいて、ポルトガル商人の手
によって流通していたスリランカ産のシナモンは、1580 年のスペインによるポルトガル併合に
より、マニラ・ガレオンを通じてラテンアメリカへと運ばれるようになった。1658 年に、ポル
トガルとの抗争に勝利したオランダがスリランカを支配下に治めると、オランダ東インド会社が
スリランカとバタヴィア間のシナモン貿易を担った。また、スリランカ産シナモンはオランダへ
と運ばれ、ヨーロッパで再分配されたのち、スペインのカディスからアメリカ市場へと販売され
ていた。ソウザの議論は、東南アジアの流通をヨーロッパ商人が担っていたことを明らかにした
ものである。しかし、16世紀から18世紀に存在していたスペインの世界的な貿易網によって、
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アジアとラテンアメリカが結びついていたことを、絹、陶器、銀のような有名な商品ではなく、
シナモンという商品の視点から明らかにした点で興味深い。 
以上の研究のように、グローバルヒストリーにおけるスペインの重要性とは、ほかの国に先駆
けて、大陸をまたいだ広大な帝国を築いたことにある。その帝国は、貿易によって結び付けられ
ていた。けれども、上記に示した先行研究からもわかる通り、グローバルヒストリー研究におい
て注目を集めるのは、17 世紀までのスペイン帝国の構造であろう。しかし、スペイン帝国は、
19 世紀後半にいたるまでマニラを中心とした太平洋上の領土を保持していた。つまり、単純に、
ヨーロッパとアジアを結ぶヨーロッパの一帝国というだけでなく、大西洋世界のみならず太平洋
世界をも覆う影響力を約 3世紀にわたって維持していたのである。 
そうした重要性があるにもかかわらず、この時期のスペイン本国史では、18 世紀後半から 19
世紀中葉という、本稿が取り上げる時期に、帝国あるいはアジアとの関係へ関心が払われること
は少なかった。もしくは、帝国といえども、本国とラテンアメリカ植民地との貿易や環大西洋革
命の文脈の中で生じたナポレオン戦争とラテンアメリカ独立の関わりが語られるのみであった(9)。
とりわけフランス革命以降のスペイン本国史において、自らの帝国の存在は、あたかも忘れ去ら
れたかのように扱われてきた。本稿は、貿易という視点から、当該時期のスペイン帝国の実態を
浮かび上がらせることにしたい。そのためにも、まず次章では、18 世紀以降行われたスペイン
王室による帝国の政治経済改革の経緯について見ていくことにする。 
 
Ⅱ 18世紀スペイン帝国におけるブルボン改革 
 
 スペイン帝国史では、本国においても植民地においても、スペイン王位継承戦争（1701～
1714 年）が歴史上の転換点の一つと見なされる。なぜならば、この戦争により、それまで帝国
を統治してきたハプスブルク王朝からフランス系のブルボン王朝へと、王朝の交代が生じたため
である。 
 フランス王ルイ 14 世の孫にあたるフェリーペ 5 世（在位 1700～1724 年 1 月、1724 年 9 月
～1746年）がスペイン国王として即位したのち、1808年にナポレオンの侵攻を受けるまでのあ
いだ、約 1世紀に渡って行われたのが、ブルボン改革と呼ばれる改革であった。この改革は、そ
れまでスペイン帝国全土で敷かれてきた複合的な国家体制(10)から中央集権体制へと転換し、海を
越えた帝国貿易を本国の統制のもと活性化させつつ、帝国全土における徴税制度や貿易活動にお
ける徴税制度を是正することで、国家財政を健全化させることを目的としていた。つまり、ブル
ボン改革とは、18 世紀に成立したブルボン王朝が、政治改革と経済改革を同時に行うことで帝
国の再活性化を促し、イギリスやフランスと競争できるような国家を目指した改革であった。ブ
ルボン改革は、七年戦争（1756～1763 年）を境として、前半と後半に分けることができる。前
半と後半とでは、改革の方針が異なるため、それぞれの時期の改革について、詳述していくこと
にする。 
 
１．七年戦争以前のブルボン改革  
 ブルボン改革期のスペインにおいて、植民地貿易は、スペイン本国が富を獲得するための重要
な手段とみなされた。このため、改革では、まず、スペイン帝国内で密輸を行っていた、フラン
スやオランダから来た商人や正当な手続きを踏まずに貿易を行っていたスペイン本国商人あるい
はクリオーリョ商人を排除することからはじめられた。近世初期より、スペイン領植民地貿易の
独占が許可された単一港であったセビーリャには外国人商人が入り込んでおり、アメリカへ輸出
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される商品の多くはフランス産あるいはジェノヴァ商人によりもたらされたものであった。その
ため、新大陸で産出される銀はスペインではなく諸外国へと流れてしまっていた。スペイン王室
は植民地の利潤を自分たちに上手く還元することができず、改革を行わなければならなかった。
植民地貿易改革は、ブルボン改革の一大事業となった。 
フェリーペ5世治世下では、大西洋貿易に関する 3つの改革が行われた。第一に、外国人商人
による寡占を排するために、1717 年に単一港がセビーリャからカディスへと移転された。第二
に、国王の認可によって特権が認められた株式会社を設立して植民地貿易を活性化させようとし
た(11)。第三に、大西洋での定期船団制（El Systema de Flotas y Galeones）を 1738 年に一時廃
止した。定期船団制は二つの航路から構成されていた。一つは、4 月にスペインからヌエバ・エ
スパーニャ副王領のベラクルスへ向かったあとスペイン本国へ帰還するフロータ制である。もう
一つは、スペインを 8月に出発したのちに南米北岸を回りハバナを経由して本国へ戻るガレオン
制である。定期船団制とは、商船の周囲を海軍の船団が護衛するものであったが、出港する時期
や航路が明確なことから他国の私掠船や海賊に狙われやすいものであった。このため、代わりに、
登録船制度（レヒストロ制）が導入された。これは、カディスの商務院から出港の許可を得るこ
とで、時期に関わらず植民地へと行くことができるものであった。しかし、煩雑な手続きから制
度は長続きせず、結局 1754 年にフロータ制が再開されることとなった。もとよりスペイン領植
民地の副王領はヌエバ・エスパーニャ副王領とペルー副王領の二つしかなく、広大な植民地を完
全に統治することは困難であったから、副王領の再編成、軍事総督領（カピタニーア・ヘネラル、
Capitanía General）や高等裁判所（アウディエンシア、Audiencia）の設置、インテンデンテ
制（Intendente）の導入など植民地行政の再編も行う必要があった。王室は、植民地貿易の再編
にくわえ、統治の徹底と集権化とを通じて、帝国をひとつにまとめあげようとしたのである。 
 
２．七年戦争以後のブルボン改革 
こうしたブルボン朝初期における改革の方針が転換したのは、七年戦争に敗北した時である。
1762 年に、スペインが七年戦争に参戦すると、スペイン植民地の重要な拠点であったハバナと
マニラが、イギリスによって占領された。パリ条約（1763 年）によって七年戦争が終結すると、
戦争の当事国は深刻な財政危機に陥った(12)。このため、それぞれの国家は、財政改革を軸とする
構造転換を必要とした(13)。七年戦争に敗北したスペインも同様であり、スペイン王室は、財政再
建のために植民地貿易から利益を獲得しようとした(14)。 
七年戦争後のスペイン植民地貿易の特徴は、段階的な自由貿易の導入という点にある(15)。その
はじまりは、1765 年 10 月 16 日に公布された、アンティーリャス諸島自由貿易令（第一次自由
貿易令）であった。この王令は、スペインの 9 つの港(16)から、キューバ島、サント・ドミンゴ、
プエルトリコ、マルガリータ、トリニダードといった植民地に直接向かうことを認可したもので
あった(17)。この王令によって、それまでカディス港だけに許可されていた植民地貿易を、初めて
他の港の商人に開放することが定められた(18)。1774 年にはスペイン領アメリカ植民地内におけ
る地域間取引が許可された。続いて 1778 年 2月 2日の王令によって、アンティーリャス諸島自
由貿易令で認可された港に加え、イベリア半島のアルメリーア、アルファケス・デ・トルトーサ、
パルマ・デ・マリョルカ、サンタ・クルス・デ・テネリーフェとアメリカのブエノスアイレス、
モンテビデオが自由貿易港に定められた。8か月後の 1778 年 10 月 12 日には、自由貿易規則と
よばれる「インディアスへの自由貿易のための規定および関税（Reglamento y Aranceles 
Reales para el comercio libre de España a Indias）」により、上記イベリア半島 13 港、バレ
アレス諸島、カナリア諸島、くわえてアメリカ植民地の 22 港の商人に、直接貿易を開放した王
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令が施行された(19)。翌 1779 年には、それまでフロータ制が独占していたヌエバ・エスパーニャ
副王領全体と、王立カラカス＝ギプスコア会社（La Real Compañía Guipuzcoana de Caracas、
以下、王立カラカス会社）が貿易独占権を持っていたカラカスが、「自由貿易」規則の範囲内に
組み込まれた(20)。以上のような経緯により、七年戦争後のスペイン帝国では、自由貿易体制が成
立した。 
しかし、「自由貿易」の対象となったのは、スペイン本土に居住する者、つまりペニンスラー
レス（Peninsulares）のみであり、そのなかでも、植民地貿易に参入することができる本国の港
は 13 に限られていた。つまり、この時代の貿易体制は、「重商主義的自由貿易」と呼ぶことが
できる。とはいえ、七年戦争がスペイン帝国の貿易に対して大きな打撃をもたらし、さらなる改
革を促進させたことは事実である。 
 
Ⅲ ブルボン王朝統治時代におけるスペイン帝国の太平洋貿易 
 
これまでみてきたブルボン改革の経緯は、大西洋が中心であるかのようにみえる。本章では、
枠組みを広げて、ブルボン改革期におけるスペイン帝国の太平洋貿易が、どのようなものであっ
たのかを検討する。はじめに、伝統的な貿易体制であるマニラ・ガレオンが、18 世紀後半以降、
どのように変化したのかを明らかにする。次に、七年戦争後、王室の喫緊の課題として模索され
た喜望峰を経由してマニラへと到達する貿易航路の確立過程について明らかにする。 
 
１．近世近代転換期におけるガレオン貿易の構造  
マニラ・ガレオンはメキシコを経由地として、広大なスペイン帝国を統治するための定期航路
として機能していた。スペインの帝国内貿易は、セビーリャあるいはカディス港から、ベラクル
スへ向かうフロータ航路と、カルタヘナからポルトベロへ向かうガレオン航路、ポルトベロから
パナマ地峡をラバで渡りグアヤキル、カリャオ、バルパライソへ向かう植民地間航路を基盤とし
ていた。そこから、アカプルコとマニラを結ぶマニラ・ガレオンは、スペイン帝国の経済を支え
た航路であり、東南アジア随一の国際貿易港としてのマニラの繁栄をもたらしたとされてきた。 
けれども、実際のマニラ・ガレオンへの投資は、メキシコ商人たちが中心となって行っていた

(21)。つまり、経由地であるメキシコのコンスラード(22)に所属する商人たちにのみ利益がもたらさ
れていたのである。このため、マニラ・ガレオンがもたらす富は、本国経済にもマニラ経済にも
還元されていなかった。なぜならば、スペイン本国の商務院や王室機関が管理を行うには、メキ
シコもマニラも、スペインからはあまりにも遠すぎたのである(23)。受動的な貿易を強いられてい
たフィリピン諸島生まれのスペイン系商人（以下、フィリピーノス Filipinos）が主導的に商業
を行うことができるようになったのは、1769 年にマニラのコンスラードが成立した時からであ
り(24)、この時から、小規模な資本しか持たないフィリピーノス商人でも商業に参与できるように
なった (25)。 
 このようなマニラ・ガレオンは、通説では 18 世紀中頃から衰退期に入り 1815 年に停止した
とされてきた。こうした考え方が未だ存在するのは、18 世紀のスペイン太平洋貿易の古典的研
究のひとつとして、チェオンの論考が参照されてきたことに由来する（Cheong 1971）。その
後の研究に対し、チェオンの論考が大きなインパクトを与え続けているのは、この論考が英語で
書かれたことによるであろう。 
チェオンの論文では、1785 年以降の過渡期を経て、マニラ・ガレオンは消滅したとされてい
る (26)。なぜなら、スペイン本国が影響を受けたナポレオン戦争の勃発の余波により、1804 年頃
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にはマニラ・ガレオンも不調に陥ったからである。1815 年から 1820 年にかけてマニラ・ガレ
オンは一時的に復活するものの、1826 年までにマニラは衰退し、それまでの国際貿易の中継地
点としての地位が 1830 年代に失われたとされている。チェオンは、マニラ・ガレオンが途絶え
たことで、①それまでのスペイン帝国の存在が失われたこと、②マニラの衰退による東南アジア
経済構造の変化、③特権貿易会社である王立フィリピン会社（第四章で後述）によってインドか
らマニラやラテンアメリカに向かう航路が開設されマニラ・ガレオンの代替システムが成立した
ことを述べている。また、マニラ・ガレオンは市場を同じくする王立フィリピン会社との競争に
敗れたものの、王立フィリピン会社ものちに他のアジア商人、ヨーロッパ商人との競争に敗れ、
アジア貿易自体の構造が変化していったと述べた。 
こうした見解に対し、ボニアリアンとペレス・レチャのようなスペイン語圏の研究者による反
論がなされている。彼らによれば、数世紀にわたり続いた既存の貿易システムは簡単にはなくな
らなかった。すなわち、1820 年においてもなお、マニラとメキシコの間での船舶運航は継続し
ていたのである (27)。 
まず、伝統的なマニラ・ガレオン体制に関する研究に対し異説を提唱したボニアリアンの研究
に触れたい（Bonialian 2017）。それは、スペインの太平洋貿易が発展したのは、むしろマニ
ラ・ガレオンが衰退した時期とされる 18 世紀以降であったというものである(28)。また、ボニア
リアンによれば、スペインの太平洋貿易の発展を支えたのは、1778 年に帝国内で発効された
「自由貿易」規則であり、帝国内自由貿易を認められた地域や港の商人が活発に貿易を行ったこ
とであった (29)。 
同様の意見は、ペレス・レチャも主
張している。しかし、ペレス・レチャ
は、ボニアリアンの18世紀後半以降に
マニラ・ガレオンが発展したという意
見に、完全に同調しているのではな
い。どちらかといえば、マニラ・ガレ
オンが18世紀後半に衰退したという定
説を覆し、衰えずに持続していたこと
を 主 張 し て い る （ Pérez Lecha 
2015）。ペレス・レチャが持続性という点に関心を持つ理由は、従来のスペイン太平洋貿易史
研究が述べてきたような、18 世紀後半以降のスペインの国際競争力の低下とメキシコ独立革命
によって、1750 年から 1815 年の間にマニラ・ガレオンが衰退したという歴史的経緯が、真実
かどうか疑わしいと考えるためである。 
くわえて、1785 年の王立フィリピン会社の結成が、マニラ・ガレオンに多大な損害を与えた
と考えられてきたことに対しても、疑義を唱えた。ペレス・レチャの主張によれば、王立フィリ
ピン会社は、ヨーロッパで需要のあるアジア産品を獲得するために、広州やインドにおいて活動
した企業であり、マニラ・ガレオンとは競争関係がなかった(30)。彼は、マニラ・ガレオンの貿易
航路は、1821 年のメキシコ独立に至るまで持続性を持っていたことを提起している。 
ペレス・レチャによる調査では、1750～1785 年に 27 回の航海を成功させたマニラ・ガレオ
ンは、従来衰退期とされる 1785～1815 年においても 23 回の航海を成功させた。つまり、この
数字は、衰退していたことを示しておらず、むしろ安定して貿易が行われていたことを示してお
り、18 世紀後半にスペイン帝国の太平洋貿易が後退したとはいえないと論じる。さらに、1815
年以降についても、マニラ・ガレオンは継続していた。1814 年に王室により、独立軍に占領さ

表 1  スペインの太平洋貿易史における拡大と縮小のサイク
ル 

（出典）Bonialian 2017：86 

サイクル ショーニュ ボニアリアン

1st　拡大 1590-1615 1570-1630

2nd　縮小 1615-1670 1640-1680

3rd　回復と拡大 1680-1720 1680-1740

4th　危機 1720-1750 1740-1750

5th　拡大 1750-1790 1750-1790
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れたアカプルコではなく、より北にあるサン・ブラス港への入港が定められたことから、貿易港
と航路は漸次的に北方へと移動しつつあったものの、消滅した訳ではなかった(31)。 
 

表 2 マニラ・ガレオンの貿易（1750～1815 年） （単位：ペソ） 

 
（出典）Pérez Lecha 2015：50 

 
つまり、ペレス・レチャの指摘によれば、古典的研究においてマニラ・ガレオンの衰退要因の
ひとつとして考えられていた王立フィリピン会社の創設は、それほど大きなインパクトをもたら
さず、アジア太平洋地域では二つのシステムが併存していたと考えてよいだろう。次節以降では、
のちの王立フィリピン会社創設の布石となり、18 世紀後半のブルボン改革のもと航路が開拓さ
れた、マニラ・ガレオンとは異なる喜望峰周りでのアジア貿易について詳述していく。 
 
２．新たな太平洋航路の模索 
 以上みてきたような、マニラ・ガレオンを中心に据えたスペインのアジア貿易史あるいは太平
洋貿易史に修正を迫ったのが、カルロス・マルティネス・ショウとアルフォンソ・モラである
（Martínez Show y Alfonso Mola 2009）。スペイン王立歴史アカデミーの会員でもあるマルテ
ィネス・ショウは、スペインのアジア太平洋貿易史の第一人者でもあり、近年のスペイン帝国の
アジア太平洋貿易史は、彼によって牽引されてきたと言ってもよい。しかし、マルティネス・シ
ョウによる一連の研究は、18 世紀以降始まった喜望峰廻りのスペインのアジア太平洋貿易の存
在を提示することに終始している(32)。そうした問題点はあるものの、スペイン王室による、メキ
シコを経由しない、本国、アジア、ラテンアメリカ太平洋岸を結ぶ直接貿易の模索は 18 世紀後
半に行われた重要な事業であるので、マルティネス・ショウの研究を中心にして、その経緯を述
べていく。 
 
３．帝国再編に向けた喜望峰ルートによる太平洋への進出 
既に述べてきたように、ブルボン改革期のスペイン王室は、自国の経済を復活させるため、貿
易活動によって帝国間の関係を緊密化し、スペイン帝国の統治システムを再度強化しようとした。
こうした王室の方針からして、スペイン王室がフィリピン諸島をはじめとした太平洋諸島の統治
を強化することは、当然の流れであった。とりわけ七年戦争は、大西洋と同様に、太平洋貿易に
も改革を迫った。なぜなら、イギリスによるマニラ占領（1762～1764 年）が、スペインの太平
洋貿易と植民地統治政策に与えた影響は甚大であったからである。たとえばバエナ・サパテロを
はじめとしたスペインのアジア貿易史や太平洋貿易史を専門とする研究者が述べるように、スペ
イン王室は、フィリピン諸島の管理と、それらの地域との貿易を改善し、他のヨーロッパの船舶
がフィリピン諸島へ侵入することを妨げる必要があった (33)。このため、スペイン王室は、フィリ
ピン諸島の統治強化のため、はじめに海軍に命じてスペイン本国とマニラを直接結ぶルートを模

期間
マニラからアカプルコへの

積荷の価値

アカプルコからマニラへの

積荷の価値
貿易のリターン 増加率

1750-1759 1,710,692 5,662,337 4,265,683 249.35%

1760-1769 2,415,244 7,380,366 6,309,306 261.23%

1770-1779 3,242,244 9,929,033 7,432,581 229.22%

1780-1785 1,834,349 8,146,438 6,613,063 273.05%

1785-1794 3,275,921 10,210,753 7,375,618 322.16%

1795-1804 4,679,375 17,028,989 10,517,643 206.23%

1805-1815 3,208,296 8,942,956 6,571,518 160.52%
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索した。以下では、海軍による航路の探索が、どのように行われたのかを明らかにする。 
 
（１）海軍による喜望峰航路の確立  
カルロス 3世（1759～1788 年）は、七年戦争の戦後処理とともに、フィリピン諸島との直接
貿易と、そこから派生するアジアとの直接貿易を行うために、海軍に遠征を命じた(34)。海軍を派
遣した理由は、フィリピン諸島の防衛力を強化し本国からの援助を送ることと、本国とマニラの
間で直接貿易ができる安全な航路を確保することであった。 
海軍派遣では、喜望峰廻りの航路の探索が行われたが(35)、スペインによる喜望峰周回航路の設
立は、ヨーロッパの他の国、とりわけオランダからの猛反発を受けた(36)。なぜなら、トルデシリ
ャス条約（1494年）とサラゴサ条約（1592年）によって、アフリカ周りでアジアへ向かうルー
トに、スペインは参入してはならないことが決められていたからである。それにもかかわらず、
スペイン王室は海軍がアフリカの港へ入港することを許可し、アジア航路を設立するように命じ
た(37)。これにより、1765 年から 1784 年までの 20年間で、14回の航海が行われた(38)。 
海軍による航路の確立は、18 世紀にヨーロッパで盛んになった啓蒙思想と関連して、科学的
関心や探検航海の側面を持っていたが、もちろん商業的性格も兼ね備えていた。カディスの商人
たちが、船舶にヨーロッパやアメリカの商品を積み込み、アジアの商品と交換するように依頼し
たのである(39)。海軍による航海が成功したことで、マニラ・ガレオンのみがアジアとの貿易を独
占する体制は終わりを迎えることとなった。 
 
（２）商会による貿易活性化の時代  
海軍により航路が確立したのちに、本国とマニラとを結ぶ直接貿易の認可が、いくつかの特権
会社に対して与えられ
た。まず、マドリード五
大 ギ ル ド 会 社 （ La 
Compañía General y de 
Comercio de los Cinco 
Gremios Mayores de 
Madrid）が、1776 年に
マニラ貿易への参入を許
可された。この会社は、
海軍の船舶で商品登録を
行ったことをきっかけと
して直接貿易に参入し、
マニラと広州に代理商を
置いた(40)。 
次に、カディスの商会
であるウスタリス・イ・
リャノ・サン・ヒネス商会（Uztariz y Llano San Ginés）に対し、1779 年にマニラ貿易の許可
が与えられた。彼らは、ヨーロッパの商品を積んでカディス港から出港し、マニラから香辛料、
絹、綿織物を持ち帰ることを許可された。しかし、この商会の船がマニラに到着した時、イギリ
ス領アメリカ植民地で生じていた独立戦争が激化していた。アメリカ独立戦争において、スペイ
ンは、非公式にアメリカ植民地側を支援していた。また、フランスとの同盟関係から戦争への参

表 3 海軍によるマニラへの航海（1765～1784 年） 

（出典）Baena Zapatero 2019：286；Martínez Shaw and Alfonso Mola 201
3：434； Martínez Shaw 2014：95 

航海期間 カディス到着日 船名 キャプテン

1765-1767 1767/7/15 N avío B uen C onsejo Juan de C asens

1770/8/11 Fragata Santa R osa de Lim a Juan de Lángara

1769-1770 1770/8/11 Fragata Venus M anuel G onzález de G uiral

1768-1770 1770/8/16 N avío B uen C onsejo Juan de C asens

1770-1771 1771/8/1 Fragata Astrea José de C órdoba

1771-1772 1772/7/17 Fragata P alas Ignacio M endizábal

1771-1773 1773/7/21 Fragata Venus Juan de Lángara

1773-1774 1774/7/16 Fragata P alas G abriel de Alderete

1774-1775 1775/7/17 Fragata Juno Juan de Araoz

1775-1776 1776/7/20 Fragata Venus G abriel G uerra

1775-1776 1776/7/20 Fragata Astrea Antonio de Albornoz

1776-177 1777/7/27 Fragata Juno P ablo de Lasaña

1777-1779 1779/9/5 Fragata Astrea Antonio M essía de la C erba

1778-1780 1780/7/15 Fragata Juno B enito de Lira

1783-1784 1784/7/15 Fragata Asunción Juan José R uiz de Apodaca
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戦を余儀なくされた。このため、敵国であるイギリスの船舶が多数往来していたアジア海域は、
スペイン船籍の船が商売をするには危険な海域であった。 
商会は、フィリピン総督ホセ・バスコ・イ・バルガス（José Basco y Vargas）の許可を受け
て、広州へと向かった。広州において中国商品を獲得すると、そこからアカプルコに向かった。
アカプルコにおいて広州で獲得した商品を販売し、1783 年にマカオへ向けて出港した。その後、
再度 1784 年にアカプルコへと戻り、ラテンアメリカ太平洋岸の主要な商業都市であるサン・ブ
ラス、カリャオへと立ち寄った。つまり、一度喜望峰を超えてアジア海域へと進出したウスタリ
ス・イ・リャノ・サン・ヒネス商会は、本国に戻ることなく、アジア域内貿易や太平洋貿易を中
心として行っていたのである。マルティネス・ショウとアルフォンソ・モラによれば、民間の商
会である、ウスタリス商会による太平洋貿易は、マニラ・ガレオンの独占状態を改めて終わらせ、
のちの王立フィリピン会社の航路を開拓したという意義があった(41)。 
次章では、1785 年以降、スペインの喜望峰周りでのアジア貿易を独占することになった、王
立フィリピン会社の設立経緯と、その研究史について概観したい。 
 
Ⅳ 大西洋史と太平洋史の接続をめざして 
 
１．王立フィリピン会社の設立 
王立フィリピン会社は、1785年に設立され、1834年のマニラ開港まで存在した特権貿易会社
である。七年戦争後のスペインでは、政権の中枢にいた経済思想家と政治家が、アメリカとアジ
アを 1つの経済圏とすることに関心を持っていた(42)。もちろん、フェリーペ 5世期からスペイン
本国とフィリピンを直接結ぶ貿易会社の構想は考えられていたが(43)、18 世紀前半の間は、大西
洋における戦争の多発やラテンアメリカ植民地統治の再編に重きが置かれ、実現には至らなかっ
た。 
「アメリカとアジアを 1 つの経済圏にする」という目的のために、王室は、1728 年に設立さ
れていた王立カラカス会社(44)を改編し、王立フィリピン会社とすることで、スペインのアジア貿
易とフィリピン統治を委任することとした(45)。本来はベネズエラとの貿易を行う特権貿易会社で
あった王立カラカス会社は、解散前の最後の株主総会で、王立カラカス会社の株主であった者た
ちに利益を与えるために、フィリピンとの直接貿易とアメリカ植民地との貿易を事業とする、フ
ィリピン会社に投資を行うことを決定した(46)。フィリピンとの貿易を活発化させたい王室と、七
年戦争以降イギリスが大西洋の覇権を握るようになったことで競争力を失いつつあった王立カラ
カス会社の、両者の利害が一致したのである。王立フィリピン会社は、貿易だけでなく、フィリ
ピン諸島の統治を強化する役割も担っていた。年間利益の 4％をフィリピン諸島に投資し、農業
と工業の発展を推進することが取り決められていたのである(47)。 
王室が、フィリピン諸島との貿易を振興しようとした理由には、帝国経済の一体化だけではな
く、帝国内貿易の利潤を本国に集約させるという目的があった。つまり、メキシコ商人が独占し
ていたマニラ・ガレオンの競争相手として、王立フィリピン会社にアジア貿易や太平洋貿易を行
わせようとしたのである。また、フィリピン諸島への投資によって、マニラでの生産が促進され
経済発展が成し遂げられれば、ガレオン貿易とメキシコに依存する経済から脱却できるという思
惑があった(48)。さらに、スペイン本国とマニラとの間で直接貿易を確立することができれば、ラ
テンアメリカから中国への銀の流出量を減らすことができることと、スペインと他のアジアの港
との間でも直接貿易を行う足掛かりになるという考えがあった(49)。つまり、王立フィリピン会社
設立の背景には、スペインの太平洋貿易における、スペイン帝国内部の利害構造が反映されてい
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た。利害構造とは、改革を望むスペイン王室と本国商人、メキシコ商人に対し受動的な貿易を強
制されてきたフィリピン諸島の商人、伝統的利益を享受してきたメキシコ商人の対立である。こ
のため、スペイン太平洋貿易の中では、マニラ・ガレオンと王立フィリピン会社という二つのシ
ステムが共存することになった。 
こうした経緯のせいか、第三章で触れてきたような先行研究では、マニラ・ガレオンの盛衰や、
太平洋上におけるマニラ・ガレオンと王立フィリピン会社の競争ということが研究対象となって
おり、マニラとメキシコとの間の貿易のみが、あまりにも重視されすぎているという問題点があ
る。つまり、アカプルコやサン・ブラスのようなメキシコの港のみが、ラテンアメリカ太平洋沿
岸の主要港湾都市として注目されているのである。確かに、18 世紀後半には、太平洋貿易の利
益を独占していたメキシコ商人の既得権益を排除することが喫緊の課題となっていた。けれども、
そうした研究では、たとえば、ラテンアメリカ太平洋側の重要な商業都市リマと、その港湾都市
カリャオの存在が見過ごされている。くわえて、チリの主要都市サンティアゴやバルパライソへ
目は向けられていないことを指摘できるだろう。例をあげるならば、ブルボン改革が行われたと
きのリマは、スペイン領アメリカ太平洋岸における、ヨーロッパ商品とアジア商品を扱う中継貿
易（entrepot trade）で繁栄していた(50)。リマの繁栄は、王室によって「リマ商人がスペイン領
アメリカの貿易を独占しているために、帝国経済の足を引っ張っている」と表現され、ペルーを
大西洋経済圏に組み込もうと王室が努めるほどであった(51)。 
また、王立フィリピン会社は、アジア域内貿易をも主要な事業とした。フィリピン諸島を統治
するという役割を担っていた王立フィリピン会社は、はじめ、必ずマニラへ入港することが義務
付けられていた。しかし、1790 年には、会社関係者が切望していたマニラ入港義務が廃止され
た。入港義務の廃止は、再輸出のコストがかかるため、会社が王室へ陳情を行ったために認めら
れた(52)。これにより、スペイン、インド、中国との間との直接貿易が開始された(53)。このため、
中国やインドの商品は、王立フィリピン会社が独占する体制となったのである。 
アジア域内貿易では、まず広州航路が開設され、広州に会社の支店が置かれた。この商館は、
広州とマニラとの貿易だけではなく、広州とスペイン本国を結ぶ貿易を担っていた。その後、
1796 年には、インド航路が開設された。この航路を開拓した代理商は、イル・ド・フランス
（現在のモーリシャス）で織物、コーヒー、コショウを買い付けると、マラバル海岸からカディ
スへ送った。その後、コロマンデル海岸に上陸してトランケバールに滞在したあと、マドラスに
向かい、最終的に会社の代理人としてカルカッタに永住した(54)。この代理商の存在によって、カ
ディス、トランケバール、カルカッタを結ぶ航路は、王立フィリピン会社の定期航路となった。
1818 年には、コロマンデル海岸にも会社の支店を設置した。これらの事柄から、王立フィリピ
ン会社は、本国とマニラとの間の貿易、あるいはマニラに拠点を置いて受動的貿易のみに従事し
た訳ではなかった(55)。つまり、会社は、スペイン本国とマニラを結ぶだけの存在ではなく、アジ
ア海域の主要貿易港において活動を行っていたのである。アジア域内貿易を行っていた点で、王
立フィリピン会社は、マニラ・ガレオンとは異なるフィールドで貿易システムを作り上げたとい
ってもよい。 
以上のような経緯を持つ王立フィリピン会社の古典的研究として、ディアス・トレチュエロの
古典的研究（Díaz-Trechuelo 1965）がある。この大著は、王立フィリピン会社の貿易に関する
最重要文献であるものの、歴史的経緯の叙述に終始している感は否めない。また、第一章でも述
べた通り、王立フィリピン会社に触れる研究の多くは、マニラ・ガレオンを中心としており、そ
のうえで王立フィリピン会社がマニラ・ガレオンの衰退に関与したか否かの検討が行われている。
スペインの太平洋貿易史研究のなかで王立フィリピン会社に触れているマルティネス・ショウと
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アルフォンソ・モラの研究目的も、どちらかといえば、数世紀の間、マニラが如何にして国際貿
易の十字路となりえていたかを明らかにすることにある(56)。このように王立フィリピン会社に関
する研究史では、会社の運営や、マニラとの直接貿易やメキシコを中心とした太平洋貿易が着目
されてきた。しかし、具体的に誰によって行われていたのかという視点からも、会社の実態を考
える必要があるだろう。次節では、国家事業というマクロな視点とは異なる、ミクロな視点から
王立フィリピン会社の活動を検討するため、実際に王立フィリピン会社を運営した人々について
考察する。 
 
２．王立フィリピン会社とバスク：ローカルな商人と世界商業 
ここでは、王立カラカス会社を設立し、王立フィリピン会社においても運営の中心を担った、
ギプスコア人と王立フィリピン会社の関係についての研究史を整理していく。 
これまで見てきたように、スペインの太平洋貿易に関する研究では、王立フィリピン会社を
「スペイン」という国家の事業とみなしてきた。このため、会社に関わった商人や投資家たちが、
実際に、どのような人々であったかということは、あまり着目されてこなかった。王立フィリピ
ン会社に関する叙述を記したディアス・トレチュエロは、2003 年の論考において、スペインの
ギプスコア県の人々が王立フィリピン会社にもたらした影響を論じた。しかし、ディアス・トレ
チュエロが重要視するのは、船乗りや造船業での貢献である（Días-Trechuelo 2003）。 
ギプスコア県は、スペインにおいて特異性を持つ地域に位置する。ギプスコアは、スペイン北
部にある県で、スペイン北部からフランス南西部に跨るバスクという地域にある。バスクという
地域は、言語や文化・風習がスペインの他の地域とは異なり、歴史的経緯をみても、地方諸特権
を享受して、独自の法・議会・税関・関税を持った自治の強い地域であった。王立フィリピン会
社の前身ともいえる王立カラカス会社は、ギプスコアの人々が王室に請願することで設立され、
国王と王妃を除いた株主の多くはギプスコアの政治家や商人、大学であった(57)。つまり、王立カ
ラカス会社の運営は、ギプスコアの人々によって行われていたといえる。 
王立カラカス会社の株主が、のちに王立フィリピン会社の株主となったことは既に述べた通り
である。それ以外にも、王立フィリピン会社は、その設立時にも、多くのバスク出身者による出
資を受けた。たとえば、会社を設立したのは、ギプスコア県に移住したフランス＝バスク出身の
銀行家フランシスコ・カバルス（Francisco Cabarrús）(58)である。カバルスは、フランス＝バス
クの都市バイヨンヌの出身であるが、ギプスコアへと移住し、スペインへと帰化した。また、カ
バルスが亡くなった後に後任を務めたのも、ナバーラ出身のホセ・ルイス・デ・ムナリス（José 
Luis Munárriz）であった。こうした事柄から、王立フィリピン会社が、バスクでもとりわけギ
プスコアと関係を持つ人々により運営されていたことが理解できる。 
このため、王立フィリピン会社の船舶は、伝統的にスペイン植民地貿易を担ってきたカディス
だけではなく、ギプスコアのパサヘス港からの出港が許可されていたし、造船所のあるパサヘス
港で船舶の建造が行われていた。さらに、会社の倉庫も、カディスだけではなく、パサヘス港に
隣接しているサン・セバスティアン港にも置かれたのである。表4は、ギプスコアの港パサヘス
からベネズエラに向かった王立フィリピン会社の船舶数である。この表は、ディアス・トレチュ
エロの概算に基づいているため、1785 年から 1790 年の 5 年間のみの記録である。とはいえ、
この表からわかることは、王立フィリピン会社の船舶が、ギプスコアの港パサヘスとベネズエラ
を結ぶ、王立カラカス会社の貿易航路を踏襲していたことである。カラカスからマニラへ直接、
ラテンアメリカ産品を運搬することも許可されていたことから、王室が王立フィリピン会社を設
立した目的のひとつである「アメリカとアジアの経済的な一体化」が、実践されていたであろう
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ことが推測でき
る。 
このことから、
これまでの王立フ
ィリピン会社に関
する研究では、メ
キシコとの貿易や
ガレオン貿易との
比較に重きが置か
れ、ラテンアメリ
カ大西洋沿岸とマ
ニラとの関係が見
落とされてきたこ
とを指摘できるだ
ろう。王立フィリ
ピン会社が、ギプスコアに基盤を置いていたベネズエラとの直接貿易を行う王立カラカス会社の
役割を引き継いで設立されたことを考えると、ラテンアメリカ大西洋岸も含めた貿易システムを
考える必要がある。スペイン、ラテンアメリカ大西洋岸、マニラを結ぶ貿易を行うことによって、
大西洋から太平洋に至る帝国内貿易を再編し、「帝国の一体化」を目指した試みを見落とすこと
はできない。 
次に、ギプスコア人が王立フィリピン会社の運営に関与したケーススタディーとして、ペルマ
ニイェル・ウガルテメンディアは、サン・セバスティアンの海事博物館に残されている、1787
年から広州において王立フィリピン会社の初代代理商を務めたマヌエル・デ・アゴテの日記を考
察対象に、アジアにおけるスペインの存在と王立フィリピン会社の役割を明らかにした
（Permanyer Ugartemendia 2012）。1796年(59)に帰国するまで、アゴテは広州に滞在し、会社
のために中国製品を供給することと、北太平洋における毛皮貿易の運営を監視することを任務と
していた(60)。とりわけ、中国のシルク、北大西洋の毛皮、マニラの米の貿易が円滑に行われるか
を監視していた。アゴテの日記は、バスク人として王立フィリピン会社の運営にかかわり、広東
貿易に参加した個人としての記録である。ペルマニイェル・ウガルテメンディアは、日記という
個人の記録から、18 世紀の対中国貿易に王立フィリピン会社も積極的に参加していたことを明
らかにした。これにより、王立フィリピン会社の一員が、アジアや太平洋で活発に活動していた
ことが示されたのである。この論考の目的は、王立フィリピン会社におけるアゴテという個人の
役割を再評価することにあった(61)。しかし、その論考は、スペイン帝国全土を結びつける貿易を
活性化させることで、フィリピン経済だけではなく帝国経済の再生を行い、自国の国際的優位性
を復活させようという王室の意図のなかで、一人のバスク人であるアゴテの役割をも論じること
ができる可能性を示した。 
本節で見てきた、バスク人の王立フィリピン会社への参画は、ミクロヒストリーあるいはロー
カルヒストリーに過ぎないかもしれない。しかし、スペインの他の地域とは異なる独自制度や体
制を維持していたバスクという地域の人々が、いかにしてスペイン帝国の運営や、帝国という体
制下で世界的に行われた貿易に参与していったかという過程を考察することができる。こうした
「地域」への着目は、政府や王室中心の国民国家史観ではなく、「一国史の下位区分」とみなさ
れるような地域が、ダイナミックに世界商業と関与していたことを証明することができる(62)。そ

表 4 パサヘスからベネズエラに航海を行った王立フィリピン会社の船舶（1785-1790） 

出典：Díaz-Trechuelo 2003 : 381 

船の種類 船名 キャプテン トン数 船員数 出港日

フリゲート Felicidad Juan Antonio de G orrizarena 345 36 1785/09/21

フリゲート Santa Teresa Juan P edro G oicoechea 263 31 1785/12/18

ブリガンティン San Ignacio José Vicente Eloi Sánchez 186 24 1786/02/14

フリゲート San Ferm in Juan M iguel G oicoechea 343 44 1786/04/25

ブリガンティン San Juan B autista José Ignacio Alzate 130 16 1786/07/13

フリゲート Santa Teresa José M endizábal 263 34 1786/10/15

ブリガンティン San Ignacio José Vicente Alozén 186 24 1787/01/14

ブリガンティン San Juan B autista Juan Arruebarrena 130 16 1787/07/03

フリゲート San Ferm in José Eloi Sánchez 343 44 1787/08/14

フリゲート Felicidad Juan M iguel G oicoechea 345 39 1787/12/03

フリゲート San Antonio José M aría Jáuregui 300 32 1788/04/08

ブリガンティン San Juan B autista G abriel Echagoyen 130 16 1788/04/08

フリゲート Santa Teresa Juan P edro G oicoechea 263 32 1788/10/02

ブリガンティン N ra. Sra, de B egoña José de Alzate 165 16 1789/08/19

フリゲート Santa Teresa Ignacio Ladrón de G uevara 263 34 1789/09/27

フリゲート Felicidad Juan Antonio  G orrizarena 345 41 1789/12/03
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こで獲得された富や、帝国運営への貢献という実績は、ローカルな地域が、より国民国家の枠組
みを越えて活動する根拠にもなるであろう。本節では、18 世紀後半から大西洋と太平洋に跨っ
て貿易活動を行った王立フィリピン会社の、主たる運営を担った人々として、バスク人、とりわ
けギプスコア人の存在を明らかにした。ギプスコア人は、スペイン本国においては自らの地域の
独自性を強調しながらも、フィリピン諸島では王立フィリピン会社にみられるように植民地経営
の主力を担っていたし、貿易によってアメリカ大陸とフィリピン諸島の関係を緊密化させること
を目指していた。本稿では詳細に踏み入ることはできないが、ギプスコアの人々は、18 世紀以
降に中央集権化が進みつつあったスペインという国家からの自立性を求めながらも、帝国運営の
主力として積極的に活動していたのである。この、一見矛盾しているようにみえる動きを検討す
ることも、ひとつの課題であろう。ほかにも、運営参加者の社会層や外国からの移民かどうか、
また、アジア貿易以外の貿易、つまりヨーロッパ域内や大西洋あるいは太平洋を超えた貿易にも
運営参加者が関与していたかどうかというような事柄は不明である。これらの事柄が今後検討さ
れることにより、会社が、ただスペイン帝国内とアジア海域においてのみ活動したわけではない
ことを明らかにできるだろう。 
さらには、バスク人のアゴテの事例研究が、あくまで広州を中心としたものであったように、
会社が持っていたアジア域内における広州以外の港との関係も見落とされているといえよう。つ
まり、太平洋ではマニラとメキシコ間の貿易への注目が集中しているのと同様に、アジア域内貿
易ではマニラと広州との貿易ばかりが注目されているのである。これは、18 世紀後半というカ
ントン・システムが構築された時代性を映しているともいえる。しかしながら、王立フィリピン
会社の支店が置かれたカルカッタや中立港トランケバールとの関係や、インドからアフリカまで
を含めたインド洋も含めた貿易システムには注目がなされておらず、残された課題の一つとなっ
ている。このような視点を組み込めば、本稿が示したスペインの太平洋貿易は、単純な経済史や
東西交流史、帝国史の文脈で議論されるのみならず、大西洋、インド洋、太平洋の接続を目指す
海域史研究にも、より多くの収穫をもたらすだろう。 
 
おわりに 
 
以上、本稿では、先行研究の概観を通して、近世近代転換期におけるスペイン帝国の太平洋貿
易研究における課題について検討してきた。本稿の目的は、18世紀後半から19世紀初頭におい
てもなおスペインが太平洋に植民地を維持しており、商業を通じた大西洋世界と太平洋世界の連
結を、スペイン帝国の臣民として活動する人々が担ってきたことを提起することであった。その
ため、当該時期における、マニラ・ガレオンに関する研究動向と、王立フィリピン会社のアジア
貿易に関する研究動向を整理した。それらの先行研究では、数点の課題が残されていることを指
摘した。第一に、スペインの太平洋貿易史研究では、メキシコとフィリピン諸島の関係史が重要
視されており、ペルーやチリのようなラテンアメリカ太平洋岸の他の港湾都市との関係が見落と
されている。第二に、ラテンアメリカ大西洋岸とフィリピン諸島をはじめとしたアジアとの貿易
は、本来の王立フィリピン会社の目的のひとつであって、この貿易を見落とすことはできない。
第三に、王立フィリピン会社の参加者が、具体的にどのようなバックグラウンドを持ち、会社以
外に、どのような活動を行っていたかを考えることで、会社の役割を多様な側面から考察するこ
とが可能になる。第四に、王立フィリピン会社の貿易として、マニラと広州との貿易ばかりが着
目されているが、同様に、カルカッタやトランケバールのようなインドの港との関係や、アフリ
カにまで至るインド洋を含めた貿易システムについても考える必要がある。 
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筆者の関心は、第四章で示したように、あくまでも、バスクの商人や船乗りが、いかにして世
界経済に関与したかということに置かれる。そうした関心のために、本稿はあくまでも、スペイ
ン本国からみたアジア太平洋貿易を概観するにとどめた。そのため、重要な貿易拠点であったフ
ィリピン諸島やラテンアメリカ太平洋岸からみたスペイン帝国の貿易構造に触れることができて
いない。今後の課題として、18世紀後半から19世紀初頭のアジア太平洋地域からみたスペイン
帝国の貿易と実態を明らかにする必要がある。 
そのような課題はあるものの、本稿における研究史の概観により、この時期のスペイン帝国の
歴史が世界史における重要なアクターのひとつとして見直されることを期待する。同時に、スペ
イン帝国が築いた太平洋を横断する貿易構造を詳細に検討し、そのシステム下における人の交流
や物流を明らかにすることにより、2022 年に発効された「地域的な包括的経済連携協定
（RCEP）」にみられるような、「アジア太平洋経済圏」の成立や海を越えた経済的な連関の歴
史的起源のひとつとして、スペイン帝国の存在を提起することも可能となるだろう。 
 
注 
(1) 世界システム論を唱えたイマニュエル・ウォーラーステインは、「ヨーロッパ世界経済」の
中心的役割を担った国家として、スペインを取り上げている。しかし、ウォーラーステイン
は、「十六世紀第二期」に世界経済構造が再編され、世界経済の中心が、衰退したセビーリ
ャつまりスペイン帝国ではなく、アムステルダムへと移行したとしている（ウォーラーステ
イン 2013：189-262）。イギリスの著名なスペイン史家であるエリオットにしても、スペイ
ン帝国の盛衰を、1469 年から 1716 年という区切りで叙述した（Elliot 2002）。 

(2) フィリピン総督府の置かれたマニラは、メキシコ独立まで、行政的にはメキシコシティを中
心としたヌエバ・エスパーニャ副王領管轄下にあった。1811年にメキシコ独立革命が生じる
と、1812 年憲法（カディス憲法）により、フィリピン諸島州議会 （La Diputación 
Provincial de las Islas Filipinas）がフィリピン諸島の統治を行うことが取り決められた。 

(3) ナオ Nao、あるいは、ナオ・デ・チーナ Nao de China とも呼ばれる。 
(4) ショーニュは、スペインの対外貿易が、ガレオン貿易を通して大西洋から太平洋へと拡大し
ていったことを強調した。けれども、16～17世紀のマニラにおけるスペインと明朝の交錯を
描いた平山によれば、マニラ・ガレオンは、スペイン王室の補助金とヌエバ・エスパーニャ
副王領の財源によって賄われていた。太平洋を航海するこの貿易は、天候や沈没の問題から、
王室、ヌエバ・エスパーニャ副王領、フィリピン総督府の全てにおいて、恒常的な財政赤字
の原因となっていた（Chaunne 1960；平山 2015：15-25、44-46）。 

(5) 貿易や商業によるヨーロッパとアジアの接続の歴史は、グローバルヒストリー研究で盛んな
分野の一つである。この分野では、近世以降におけるヨーロッパ商人のアジア進出によって
アジアが衰退したという通説に対し、アジア商人側の自立性を説いたものが多く見受けられ
る。けれども、岸本が指摘する通り、通説を批判するために、アジア側の自立性の主張が強
調されすぎているきらいがある。他に盛んな分野として、世界経済の成立を説明する際に、
モノの流通に着目する研究もある。そこでは、モノの流通を担う人々として、東インド会社
の商人たちやカントリートレーダー、華人商人、ローカルな商人の存在が提起されている。
また、ヨーロッパあるいはアジアのいずれか片方のみを中心とした歴史の見方ではなく、ヨ
ーロッパ側の史料とアジア側の史料の双方を用いて、グローバルに展開した商業について論
じる研究が盛んになっている。近年、研究が進んでいる分野であるため、網羅的に記載する
のは難しいが、たとえば次のような文献がある（岸本 2018；水島 2013；島田 2011；角山 
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2017；川北 1996）。 
(6) これまでのスペイン史は、フランコ軍事独裁政権（1936～1978 年）ののち再び国家を統治
したブルボン王朝の正当性を示すために、ハプスブルク王朝の支配を、スペインを衰退させ
た王朝の時代として評価してきた。けれども、そうした政治的意図に基づいた評価からの脱
却が企図され、ハプスブルク王朝時代の政治経済を過度に低く評価し、ブルボン王朝の経済
政策を高く評価することはなくなった。とりわけ経済面では、18 世紀にブルボン王朝の国王
や政治家が行ったブルボン改革後期の重要な改革である「自由貿易」規則が、スペインの経
済構造に対し、それほど大きな影響を与えなかったとする評価がなされるようになったので
ある（Fisher 1993）。 

(7) ユン・カサリージャによれば、フェリーペ 2 世時代のスペイン帝国は、古い絶対主義帝国で
はなく、むしろ科学振興に力を入れていた。たとえば、アメリカの鉱山での採掘やプランテ
ーションの導入、新大陸の農産物の栽培技術の改良は、その例である。そうした知識の流通
を担ったのは、ヨーロッパにおいてはイタリア・フランドル・オランダ・ドイツのようなハ
プスブルク家支配下の地域の人々であり、スペイン帝国の中で、被支配地域の人々であった
ことを示した。さらに、スペインからイングランドへは革、帽子、針、石鹸、絹のストッキ
ングの製造技術がもたらされ、オランダへは造船技術がもたらされたことをユン・カサリー
ジャは示した。しかし、帝国の拡大は知識の世界的流通をもたらしたものの、帝国の被支配
地域や競争関係にあった他の帝国への知の流入をもたらし、結果として、スペイン帝国を弱
体化させる要因となった。 

(8) これまでの研究では、16 世紀から 18 世紀にかけて世界商品となった、中国の絹、陶磁器、
インドの更紗、香辛料、砂糖、チョコレート、コーヒー、紅茶のような商品の貿易拡大と帝
国の形成、消費者の需要拡大について研究がなされてきた。特に、アジア産品のコモディテ
ィ化がヨーロッパ経済に強い影響を与えたという多くの研究は主として18世紀を対象として
おり、その時期には、すでにマーケティングが成立していた。「マーケティング以前」の時
代に、アジア産品への需要がどのように満たされ拡大していったかを明らかにする必要があ
るとガッシュ・トマスは述べている。 

(9) なぜなら、この時期のスペイン本国は危機の時代であったためである。フランス革命の勃発、
国内における情勢不安、軍事支出の大幅な増加による財政危機、スペイン独立戦争、1810年
亡命政府によるカディス議会の開催と 1812 年憲法の制定、1814 年にフランスより帰国した
フェルナンド 7 世による復古王政と自由主義派による反発、本国を見限ったラテンアメリカ
植民地の独立が着目されてきた。 

(10) スペインだけでなく、近世ヨーロッパ各地にみられた国家体制は、複合君主制、複合王政、
あるいは礫岩国家とよばれる。こうした「近世的国家モデル」は、ヨーロッパのみならず、
アフリカ、インド、東南アジアでも存在した。アフリカやインドでは、自立的な諸地域を強
力な君主が統治する「分節国家」のモデルが提唱されている。東南アジアでは、「銀河系政
体」や仏教観を基盤とした「マンダラ論」というモデルが提示されている。
（Koenigsberger 1978；Elliott 1992；近藤・古谷編 2016；桃木 1996：55-66） 

(11) たとえば、バスクのギプスコアに設立された王立カラカス会社の場合、会社の船には大砲を
積んでおり、大西洋上での私掠船に対抗したり、カラカスの港で密輸を行う船を撃退したり
することが任務とされた。（高垣 2011：152-153；La Real Compañía Guipuzcoana de 
Caracas 1765：30） 

(12) （川北 1997：13） 
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(13) （同上） 
(14) インディアス・海軍大臣を務めたエンセナーダの考えのように、改革で重視されたのは、①

本国と植民地との交通を維持すること、②植民地における行政の統制を強めること、③帝国
内貿易の収益性を高めること、④植民地での現地生産を促進することであった。（Baudot 
Monroy 2019：167） 

(15) フィッシャーは、この時代を「大いなる制限を持つ自由貿易の時代Grandes limitaciones」
と呼ぶ。ここでいう自由貿易とは、王室による統制の下での自由貿易であり、かつ、植民地
との直接貿易のことであった。（Fisher 1993：17） 

(16) サンタンデール、ヒホン、ア・コルーニャ、セビーリャ、カディス、マラガ、カルタヘナ、
アリカンテ、バルセローナ。 

(17) （立石 1989） 
(18) 1765 年の王令は限定的なものであったが、1770 年にはヌエバ・エスパーニャ副王領の中
でも、カンペチェとユカタンが自由貿易地域に組み入れられた。 

(19) この王令は、1797 年にイギリスとの戦争が始まるまで有効であった。（立石 1989：64-65） 
(20) （Amezaga Iribarren 2005：230-231；立石 1989：64 ） 
(21) （宮田 2017：68）；大西洋経済が太平洋経済へと拡大したというヨーロッパ中心主義とも
とれるショーニュの意見や、「スペインの湖」のようにスペインが大西洋世界から太平洋世
界に進出していったとするシュルツ（Schurz 1922）の意見に対し、むしろ、メキシコ商人
がマニラ・ガレオンの中心を担っていたということは、ボニアリアンも同意している
（Bonialian 2017）。こうした状況が変化するのは、18世紀後半にブルボン改革が本格化し
た時期である。ブルボン改革により、本国政府は、マニラ・ガレオンの利潤をメキシコ商人
から奪おうとした。そのことが、喜望峰航路の開拓へと繋がったのである。また、1769年に
マニラにおいてコンスラードが設立された時も、大きな転換点であった。なぜなら、マニラ
のコンスラード、メキシコ商人の排除を企図し、マニラのフィリピーノス商人が商取引のイ
ニシアティブを握ろうとしたのである（Pérez Lecha 2015：56）。 

(22) 商人組合のこと。  
(23) 1593 年に、フェリーペ 2 世は、フィリピン在住者のみに商売を許可し、メキシコ在住の商
人を、卸売業から排除しようとした（宮田 2017：55-85）。 

(24) （Pérez Lecha 2015：56） 
(25) （Ibid.） 
(26) （Cheong 1971） 
(27) （Pérez Lecha 2013, 2015） 
(28) （Bonialian 2017） 
(29) （ibid.：89, 96-97） 確かに、1796 年にサン・ブラスが開港し、1803 年にペルーとグア
テマラの港が開港したものの、「自由貿易」体制は、とりわけ大西洋世界において展開され
た。アジア直接貿易や太平洋貿易、とりわけマニラを中心とした貿易は、王室主導で行われ
るようになったのである。 

(30) （Pérez Lecha 2015） 
(31) しかし、マニラとメキシコの間を往来する船と荷主たちは、好んでアカプルコを利用してい
た。1816年以降、マニラへの復路の記録は残されていないため、この貿易が往復ではなかっ
た可能性があるが、サン・ブラスのあるナヤリット州が、かつてのヌエバ・エスパーニャ副
王領内で 2 番目の輸出量を誇った地域であったため、この地域がマニラ貿易、あるいはアジ



 
アジア太平洋論叢 24 号 (2022) 
Bulletin of Asia-Pacific Studies vol. XXIV pp.147 -169. 
 
 

 164 

ア産品の分配地として機能し、繁栄していたことは間違いない。（Pérez Lecha 2015：54） 
(32) とくに以下の書籍が代表的である。（Martínez Show y Alfonso Mola 2009） 
(33) （Baena Zapatero 2019） 
(34) （Real cédula de erección de la Compañía de Filipinas en 10 de marzo de 1785 / es 
copia impresa del original. Firmado José de Gálvez (1785)：1-2） 

(35) エル・ブエン・コンセホ号（El Buen Consejo 船長はフアン・デ・カセンス Juan de 
Caséns）の出港の際には、ビーア・レセルバーダ（Vía Reservada）というシステムが利用
された。ビーア・レセルバーダとは、カディスの港にどのような船舶があるか、約 200 人の
乗組員を確保することが可能か、航路を熟知した水先案内人がいるか、食料や医薬品を調達
できるか、寄港地や日程を確定できるかなど長距離航海に必要な情報を調査するものであっ
た。これは、海軍大臣フリアン・デ・アリアーガ（Juan de Arriaga）の依頼により、ア・コ
ルーニャ生まれのフアン・ジェルボー（Juan Gerbaut）によって行われた。カディスではイ
ンドや中国への航海を遂行するための準備が可能であると判断された。しかし、スペインの
商人や船乗りたちが進出していなかった喜望峰航路を知る水先案内人だけは、カディスで調
達することができず、フランス東インド会社の水先人をロリアンで雇用した。（Martínez  
Shaw and Alfonso Mola 2014：37） 

(36) とくに、スペイン海軍が、ケープタウンのテーブルベイを航海の中継地点としたことに対し
反発が生じた。しかし、1778年以降、スペイン船のケープタウン入港が反発を受けることは
なくなった。（Baudot Monroy 2019：175-176）。クレスポ・ソラーナによれば、オラン
ダとスペインの間で対立が生じたのは、16 世紀にポルトガルとスペインに対してオランダが
用いた「海洋自由論」の理論と、植民地獲得と利益独占の理論が併存していたからであった。
（Crespo Solana 2020） 

(37) もちろん、スペインによるアフリカ周回ルートの設立という案は、イギリスのマニラ占領以
前から存在していた。 

(38) 海軍の船舶は、主にインドの港であるトランケバールとカルカッタに入港した（Martínez 
Shaw and Alfonso Mola 2017：37）。 

(39) （Baena Zapatero 2017）バエナ・サパテロの論文は、海軍遠征時に行われた、近世のイン
フォーマルな経済システムの一つである「贈り物」に着目した研究である。海軍船舶の積み
荷の多くは貿易のための商品であったが、少数の「贈り物」が積まれていた。これは、サパ
テロによれば、王室への献上とともに、科学的関心から行われたもの、あるいは贈与のため
に行われたものである。贈り物は、家族のため、あるいは宗教的観点から行われたものが多
かったが、そのなかでも、商人と大臣の間で行われた贈り物は、新しい貿易航路の開拓と、
そこにおけるネットワークの構築の役割を担った。 

(40) このギルド団体は、羊毛以外の生産物が取り立てて存在せず、もっぱら消費市場として機能
していた王国の首都マドリードの人々の需要に応えるために、イベリア半島各地から商品を
集積し、販売を行っていた。名前の通り、マドリード五大ギルドは、絹、リネン、小間物、
薬、宝石を扱うギルドの集合体であった。マドリード五大ギルドの特徴は、構成者が、主と
してスペイン北部バスク地方エンカルタシオン地区の出身者であったことである。バスク出
身の男性がマドリードの寡婦や妙齢の女性と結婚することで商業活動を行い、生活基盤がで
きると、甥や長男以外の男子をマドリードへ呼び寄せて養育し、商売に関する教育を行った。
こうした伝統から、近世を通して、マドリード五大ギルドの上層部を占めていたのは、バス
ク人であった。（Martínez Borrallo 2017：149-161） 
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(41) マルティネス・ショウとアルフォンソ・モラは、王立フィリピン会社にはマニラ・ガレオン
の独占体制を打ち破ったという意義があるものの、マニラ・ガレオンはフェルナンド 7 世に
よる廃止例とメキシコ独立革命後も継続しており、マニラとアカプルコの貿易関係は途絶え
ていなかっただろうと述べている。（Martínez Shaw and Alfonso Mola 2017：39） 

(42) （Diáz-Trechuelo 1963：XIV） 
(43) （Real cédula de erección de la Compañía de Filipinas en 10 de marzo de 1785：1） 
(44) （Real cédula de erección de la Compañía de Filipinas en 10 de marzo de 1785：1-2）  
この会社は、その名のとおり、カラカスと、スペイン北部にあるギプスコア県の港であるサ
ン・セバスティアンやパサヘスとの間を結ぶ貿易会社であった。（高垣 2015：151-153） 

(45) （Real cédula de erección de la Compañía de Filipinas en 10 de marzo de 1785, artículo 
1, 3.） 

(46) この会社の資金は、800 万ペソ・センシージョとされ、1 株 200 ペソの 3 万 2 千株に分割
された。このうち、100 万ペソ・フエルテスを王室が購入した。王立カラカス会社の株主は、
1785年7月1日の王立フィリピン会社の設立以降、自由に王立フィリピン会社の運営に参加
できることと、株式の利益配当が滞りなく引き渡されることが宣言された勅令が下された。
（Real cédula de erección de la Compañía de Filipinas en 10 de marzo de 1785：artículo 
1-6, 11-12） 

(47) （Real cédula de erección de la Compañía de Filipinas en 10 de marzo de 1785, artículo 
50.） 

(48) （Martínez Shaw and Alfonso Mola 2014：12） 
(49) （Ibid.：12-13） 
(50) （Mark 2004：520-526） 
(51) リマには王立フィリピン会社の支店が置かれ、リマの商人達は、王立フィリピン会社に出資
してアジア産品を購入し、ラテンアメリカで再分配する貿易を行っていた。（ibid.：538-
540） 

(52) （Martínez Shaw and Alfonso Mola 2014：12） 
(53) この許可は、1803 年 7月 12日の王令により、排他的特権として承認された。（ibid.：12-
13） 

(54) （ibid.：13） 
(55) （ibid.：13） 
(56) （ibid.：38-39） 
(57) （高垣 2016：157-159） 
(58) カバルスは、同じくフランス系バスク人でスペインに居住していたジャン・ドルゥイエ 
Jean Drouilhet とミゲル・デ・ムスキス Miguel de Múzkiz とともに、スペイン最初の国立
銀行であるサン・カルロス銀行を設立した。サン・カルロス銀行は、国債引受銀行であった。
なぜなら、財政難を抱えるスペインがアメリカ独立戦争に参戦するに際して、戦費をカバル
スが負担したため、王室は、カバルスへの返済のために国債を発行しなければならかったた
めである。 

(59) 1796 年にアゴテが帰国することになった理由のひとつとして彼自身の病気があるが、他に
も、白蓮教徒の乱が生じて情勢不安になったことや、清朝によるアヘン輸入禁止令が発せら
れたことにある。王立フィリピン会社も、他のヨーロッパ商人と同様に、アヘン貿易に携わ
っていた。また、この年に、会社のカルカッタ支店が設立されたことや、サン・ブラス港が
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開港されたという事情もあると考えられる。（Permanyer Ugartemendia 2012：532, 544-
546） 

(60) （ibid.：531-532） 
(61) ペルマニイェル・ウガルテメンディアは、1580 年の連合以降、関係が緊密になったマニラ
とマカオの関係が、18 世紀になっても継続しており、マニラでスペイン国旗を掲げた外国船
舶が航行していることが問題となっていたことを指摘した。（ibid.：530-531） 

(62) （秋田・桃木編 2008） 
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